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　わが国の民法166条１項は，消滅時効の起算点を定めるものである。通説と
されている法律上の障害説は，166条１項の「権利を行使できる時」を，権利
を行使するについて法律上の障害が無くなった時とする１。また，時効停止制
度の機能する範囲は制限され，時効完成を猶予する「ቢᚑ஗ᱛ」のみ認めら
れ，障害が存する期間の時効の進行を停止させる「ㅴⴕ஗ᱛ」は認められない２。
このように，わが国の通説は，時効の起算開始の障害となる事由である「ㅴⴕ
㐿ᆎ㓚ኂ੐↱」，ならびに時効の進行を停止させる「஗ᱛ੐↱」と停止の効果
を限定的に解するものといえよう。これに対して，現実的期待可能性説は，権          
利を行使することを期待することができる時が消滅時効の起算点であり，事実
上の障害も進行開始障害事由になると考える３。また，近時，完成停止に加えて，
進行停止を認めるよう主張する見解もある４。
　ところで，わが国の消滅時効法と類似の規定を有していたフランス民法典は，
2008年の時効法改正において，消滅時効の完成に要する期間（以下では，「ᤨ
ലᦼ㑆」という）を変更した。すなわち，権利一般に関する原則たる消滅時効
の時効期間を30年から５年に短縮した（以下では，権利一般に関する原則た
る時効を「᥉ㅢᤨല」，普通時効の時効期間を「᥉ㅢᤨലᦼ㑆」という）。普通
時効期間の短縮と同時に，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」に関する判例法理を追認し，不可抗力のために権利者が権利行使でき
なかったこと等を，時効の進行開始障害事由または停止事由として定めた。こ
の改正に至る経緯の概略５ならびに立法後の解釈を見ることで，フランス法に
おける法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の意義を明
らかにし，本稿での検討課題を示すことにしたい。
　1804年に制定されたフランス民法典（以下では，「ᣥᴺ」という）において，
時効の停止には（ア）そもそも時効の進行を開始させない場合と（イ）一度進
行を開始した時効が進行を休止する場合があるとされていた。（ア）は，わが
国では進行開始障害に相当する問題を扱うものであるが，旧法では停止の問題
とされていた。
　時効の存在理由については，旧法制定以前から21世紀に至るまで，様々な
主張がなされてきた。その多くは，時効の存在理由として次の３つがあるとい
う。すなわち，法的安定性の確保という公益のための制度であると解する「౏
⋉⺑」，権利者が権利行使を怠ったことを罰する制度であると解する「ᙤᕃ⟏
⺑」，債務が既に弁済されているという推定に基づく制度であると解する「ផ
ቯ⺑」である。旧法制定以前，普通時効期間は，懈怠罰説や推定説を根拠とし
て30年と考えられていた。時効の停止制度は，旧法制定前の高等法院の判例
に由来する。高等法院は，権利者が事実上の障害のために時効期間内に権利行          
使できなかった事案において，法諺「訴えることのできない者に対して時効は
進行しない」等を適用することで時効の完成を否定した。旧法は，普通時効期
間を30年とすると共に，同法諺に基づいて時効の停止制度を定めた。ただし，
旧法は，停止事由を限定列挙とする規定を設けた。
　旧法制定直後の通説は，停止事由が限定列挙であるとして，旧法に列挙され
ていない事由による時効停止を否定した。それは，権利行使の一時的な障害に
ついて議論が起きないように，権利者が権利を行使するのに十分かつ余裕のあ
る期間が，時効期間として予め設定されているからである。
　しかし，フランス破毀院は，旧法に停止事由として列挙されていない事由に
対して，同法諺を適用することで時効の停止を認めた。ただ，停止が認められ
た事件で問題となった消滅時効の多くは，30年よりも短期の消滅時効（以下
では「⍴ᦼᶖṌᤨല」という）であった。
　オーブリー＝ローは，破毀院判例を肯定的に捉えた上で，権利者の権利行使
に関する障害を，権利行使が法律上許されない「ᴺᓞ਄ߩ㓚ኂ」と何らかの事
実の発生によって権利行使ができなくなる「੐ታ਄ߩ㓚ኂ」に分けた。そして，
彼らは，障害毎に，同法諺の適用のための要件とその効果に差異を設けるべき
だと主張した。法律上の障害に対して同法諺が適用される場合，法律自身が生
み出した障害を法律が考慮しないのは矛盾であるとして，その障害の存する期
間，時効の進行が停止する。しかし，事実上の障害については，法律の精神や
衡平の観点から，時効期間満了時の障害にしか同法諺が適用されず，その効果
も時効完成の一時的猶予にすぎないとした。その後の学説の多くは，オーブリー
＝ローの見解に賛同する。特にカルボニエによれば，同法諺は，衡平を基礎と
し，公益説の①権利関係の早期確定と②時効完成時期の明確化という要請から，
個人の利益を保護するものである。
　2008年に改正された新時効法（以下では，「ᣂᴺ」といい，条数のみで引用
する）は，旧法において時効の停止とされていた（ア）（イ）のうち，（ア）を
進行開始障害の問題，（イ）を時効の停止の問題とした。新法は，公益説を前          
提として，法的に不安定な状態をなくすために，普通時効期間を５年にした。
これに伴い，進行開始障害事由及び停止事由につき，限定列挙とせず，判例を
追認するという改革が行われた。すなわち，権利者の権利行使につき不可抗力
等の客観的な事実上の障害（以下では，「ቴⷰ⊛੐ታ਄ߩ㓚ኂ」という）や法
律上の障害がある場合に関して，「法律，合意または不可抗力に起因する障害
によって訴えることが不可能な者に対しては，時効は進行を開始せず，または
停止する」（2234条）という規定が定められた。新法の起草担当者は，本条の
ように同法諺を一般的な形で採用することで，今回の立法に「衡平」が導入さ
れることになるという。
　更に，客観的事実上の障害だけでなく，権利発生の不知という事実上の障害
（以下では，「ਥⷰ⊛੐ታ਄ߩ㓚ኂ」という）についても改正が行われた。同
法諺に基づく判例を追認して，権利者が「権利の行使を可能とする事実を知
り，または知るべきであった時」から時効が進行を開始する（2224条）とした。
進行開始障害としての効果が，「知るべきであった時」に失われ，その時点か
ら時効の進行が開始する点に特徴がある。起草担当者は，不誠実な権利者が権
利発生事実の不知を利用できないようにするために，このように定めたという。
また，これによって，進行開始時期が客観的に認識可能になる６。
　同法諺を基礎とした進行開始障害事由・停止事由の拡大は，時効完成時期を
不明確にする。そこで，公益説の観点から，上記の障害事由による時効期間伸
張を20年に制限する「上限期間」が設定された（2232条１項）。ただし，人身
損害については，最初の損害または深刻化した損害が確定した時点から10年
で時効にかかるとされ（2226条１項），上限期間の制限を受けない（2232条２
項）。人損における例外規定は，被害者保護の観点から定められたものであり，
受け入れがたい損害を受けた被害者に損害賠償を得るための広い自由を享受さ
せるものである。ただ同時に，進行開始時期が客観的に明確になるという点で
公益説にも適合的である７。
　以上のフランス法の展開から，次の三点の示唆を得ることができる。          
　まず，（1）民法典制定以前から時効の存在理由とされてきた公益説・推定説・
懈怠罰説相互の関係である。新法の普通時効期間が公益説に基づいて定められ
たのに対して，旧法の30年という普通時効期間は，懈怠罰説や推定説に基づ
くものであった。推定説と懈怠罰説は，一見対立するもののように思われるが，
両説が公益説に対して果たす役割に注目しなければならない。公益説は，公益
のみを追及し，倫理的な正当化根拠を欠くものである。これに対して，懈怠罰
説と推定説は，共に，「権利者が権利を行使していない」という権利者の消極
的態様に着目する８。懈怠罰説は，権利者の消極的態様を権利行使の懈怠と評
価する。この説は，権利者の態度に対する倫理的非難に基づいて権利を失わせ
る制度が時効であると解することで，時効を倫理的に正当化する。推定説は，
権利者のその消極的態様に，弁済等の正当な原因に基づく権利喪失の蓋然性の
大きさを見出す。この説は，時効が弁済をした義務者を保護する制度であると
解することで，時効を倫理的に正当化するものである。つまり，推定説と懈怠
罰説は，権利者の消極的態様に着目し，その態様から時効の制度倫理を導く存
在理由であるという点で共通している９。多くの学説が，公益説に加えて，懈
怠罰説又は推定説を存在理由として併記していたのは，時効制度に制度倫理を
与えるためであったといえるだろう。
　また，公益説は，①権利関係の早期の確定と，②時効完成時期の明確化と予
測可能性の確保を要求する。この観点からすれば，権利行使に関する事実上の
障害について考慮する必要がない。それゆえ，①時効期間を短期とし，②進行
開始障害・停止を極力制限することが求められる。しかし，懈怠罰説からすれ
ば，事実上の障害に陥った権利者は権利行使が不可能となるので，その者が権
利行使を怠っていたとはいえない。また，推定説からも，権利者の消極的態様
の原因が事実上の障害にあるのだから，権利喪失の蓋然性が大きいとはいえな
い。それゆえ，両説は，公益説と反対に，権利者の権利行使についての事実上
の障害の発生を予め想定して時効期間を長期にすること，もしくは現実に発生
した事実上の障害に陥った権利者に対して同法諺に基づく進行開始障害・停止          
を認めることを要請する。それゆえ，懈怠罰説と推定説は，時効の存在理由と
して公益説と併記されることで，事実上の障害に陥った権利者を保護する規範
を演繹し，その規範を時効法に導入させ，公益説から演繹される規範を修正す
るという意味において，公益説を修正するための根拠としての役割を果たして
いたといえよう。
　この従来の解釈論に対して，新法は，時効の存在理由を主に公益説に求める。
そして，公益説に対する修正の根拠を，懈怠罰説や推定説という時効の存在理
由ではなく，衡平という一般条項に求める。これは，公益説と推定説もしくは
懈怠罰説を対置させ，推定説又は懈怠罰説に基づいて，事実上の障害に陥った
権利者を保護する規範を演繹し，公益説の要請からの帰結を修正するという旧
法下の解釈論の実質を述べるものであり，かつその解釈論を転換するものであ
る10。
　周知のとおり，わが国の時効法は，その法的効果という面において，ボワソ
ナード草案・旧民法における「推定」から，明治民法の「権利得喪」へと大き
な転換を果たしている。しかし，両者の法的効果の差異に目を奪われるのでは
なく，その存在理由に着目すべきであろう。後に見るように，ボワソナードは
主に公益説と推定説，明治民法の起草担当者は主に公益説と懈怠罰説に時効の
存在理由を求めている。先に述べたとおり，推定説と懈怠罰説は，権利者の消
極的態様に着目して時効に制度倫理を与えるとともに，公益説を修正する根拠
としての役割を果たすという点で，共通している。したがって，ボワソナード
草案・旧民法と明治民法の起草過程を検討する際には，両者の法的効果の差異
に拘泥することなく，連続的なものとして理解する必要があるだろう。
　（2）フランスにおいて，同法諺を基礎とした進行開始障害事由・停止事由の
広狭は，時効期間との相関関係によって決定されている。（a）旧法は，事実
上の障害が発生する可能性を予め想定して，普通時効期間を長期の期間としつ
つ，停止事由を限定するが，（b）新法は，普通時効期間を短期の期間としつつ，
現実的に事実上の障害に陥った権利者を同法諺に基づく進行開始障害や停止で          
広く保護する。それゆえ，わが国の民法典の検討にあたっては，普通時効が
（a）（b）いずれの形式を採用しているのかを明らかにせねばならない。そして，
進行開始障害・停止の解釈に当たっては，普通時効と短期消滅時効を区別した
解釈の可能性を検討すべきであろう11。
　（3）フランスの新法は，物損と人損を区別し，人損に関する損害賠償債権に
ついては，その被害の特殊性を考慮して，特別な進行開始障害を定めている。
わが国の従来の学説は，いずれを念頭に置いて不法行為上の損害賠償債権の消
滅時効について議論していたのであろうか。そして，その消滅時効の進行開始
障害に関する判例を分析する際には，人損と物損に分けて検討を行う必要があ
ろう。
　以上の示唆に基づいて，まず，ボワソナード草案・旧民法における普通時効
期間の立法理由を明らかにし，時効の停止が同法諺を基礎としてどのような形
で条文として起草されたのかを検討する必要があろう。そして，短期消滅時効
における特別の停止が，どのような理由から定められたのかを見る。同様の作
業を明治民法の立法過程についても行うこととする12。このような基礎的作業
を経た上で，わが国の学説や判例を検討する。判例の検討に当たっては，時効
期間に基づいて類型化し，かつ損害賠償債権に関しては物損と人損に分けて検
討する。
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　ここでは，ボワソナード草案・旧民法の起草過程を見ることにする。主にボ
ワソナードの見解13 に従って，各条文の立法趣旨について検討し，ボワソナー
ド草案が旧民法において修正されている場合には，その旨を適宜言及すること
としたい（以下では，ボワソナード草案は「ボ草」とし，旧民法のうち財産編
は「財」，財産取得編は「取」，証拠編は「証」，人事編は「人」とする）。
　ボワソナード草案・旧民法において，時効の停止には，（ア）時効の進行を          
開始させないものと，（イ）いったん進行開始された時効の進行を休止させる
ものがある。（ア）は本来，進行開始障害の問題であるが，（ア）（イ）ともに
時効の停止の問題であるとされている。ボワソナード草案・旧民法は，消滅時
効の普通時効期間を権利発生時から30年（ボ草1487条，証150条）としつつ
も，いくつかの短期消滅時効を定めている。また，時効の停止に関する一般的
規定を定めつつも，短期消滅時効に関する特別の停止規定を設けている。そこ
で，まず，普通時効期間として30年の時効期間が設定された理由を一瞥した後，
時効の停止に関する一般的な規定の意義，そして短期消滅時効について見るこ
ととする。
㧝ޓᐕߩ᥉ㅢᤨലᦼ㑆
　既に多くの論文で言及されているとおり14，ボワソナード草案・旧民法は，
その法的効果を債務消滅の法律上の推定であるとし（ボ草1426条，証89条），
時効の存在理由を推定説に求める。ボワソナード草案・旧民法における法律上
の推定には，「公益に関する完全なる法律上の推定」と「私益に関する完全な
る法律上の推定」と「軽易なる法律上の推定」の三つがある。消滅時効とは，
権利者が30年間その権利を行使しないで留まることから，その期間内に，債
権の満足を得たと推定するものである15。そうすると，証拠をなくした債務者
が時効で保護されるのであるから，時効は「軽易なる法律上の推定」か「私益
4 4
に関する完全なる法律上の推定」に分類されるべきであろう16。しかし，時効
は既判力と並んで「公益
4 4
に関する完全なる法律上の推定」であるとされている。
この「公益に関する完全なる法律上の推定」は，原則として推定に対して何ら
の反対証拠も認めないという点に特徴がある17。ボワソナードは，もう一つの
「公益に関する完全なる法律上の推定」である既判力について次のように述べ
る。既判力は，裁判所によって宣言されたことを真実だと推定するが，この真
実の推定は「推量」でしかなく，事実や法律について裁判上の誤りがあるかも
しれない。この時，先の訴訟で認められ宣言された事実が絶対確実なものであ          
るということを，新たな訴訟の裁判官に押しつけることにつき，「理性（raison）」
は嫌うが，「公序（ordre public）」は，訴訟を終結するためにそれを求める。
さもなければ，同じ紛争が際限なく新たに発生し，同じ当事者が何度も同じ手
続を行うことになる18。時効が「私益」ではなく「公益に関する完全なる法律
上の推定」とされるのは，既判力と同じく，時効もまた公益のための制度であ
ると解されているからであろう19。また，ボワソナードは，後に見るように，
時効の説明に際して，権利を長期間不確実な状況におくべきでないと繰り返し
述べている。したがって，ボワソナード草案・旧民法は，時効の存在理由を推
定説だけでなく，公益説にも求めていると思われる。
　ボワソナード草案・旧民法によれば，消滅時効は，権利発生時から30年が
普通時効期間であり，最長の期間である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
20。普通時効にかかる権利としては，
不動産売買代金債権，不当利得返還債権，刑法上の犯罪に該当しない民事責任
に関する損害賠償債権等が想定されている。これらの権利は，最も頻繁に発生
するものであり，その総額（montant）も莫大なものになるという21。
　推定説からすれば，権利者に事実上の障害のある場合，権利喪失の蓋然性が
大きいとはいえない。それゆえに，ボワソナードは，普通時効期間の決定の段
階において，事実上の障害の発生可能性を考慮している。（i）相続回復訴権
の消滅時効の時効期間（ボ草1492条，証155条），（ii）（現在の詐害行為取消
権に相当する権利である）廃罷訴権の消滅時効の時効期間（ボ草364条１項，
財344条１項）は，30年の普通時効期間とされている。ボワソナードは，（i）
につき，相続の開始や自己の相続権や包括遺贈の存在を相続人が知らない
4 4 4 4
こと
が避けがたいこと22，（ii）につき，債権者が蒙った詐欺を知りうるため
4 4 4 4 4 4
の期間
として十分な長さであること23 から，時効期間を30年にしたという。したがっ
て，ボワソナード草案・旧民法における普通時効期間は，事実上の障害が発生
し，除去されるまでに必要と考えられる期間を予め想定して，決定された期間
であったといえよう。
　ただ，時効の存在理由である公益説からすれば，権利関係の早期確定が要請          
されるので，30年間という非常に長い期間，権利関係が不確定のままになる
のは認めがたい。そのためか，ボワソナードは，30年という期間が少し長い
のではないかと自問する。しかし，30年がヨーロッパの伝統であること，不
動産の取得時効につき時効期間を30年と定めていることから，消滅時効の普
通時効期間を30年としたとする24。
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　ボワソナードによれば，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」は，時効における一般原則である25。時効の停止は，人の行為ではなく，
法律や権利の付款，権利者の状況に関するものであり，所有者または債権者に
よる訴えの提起が明らかに不可能であった，または法律によって不可能であっ
た場合に認められる。時効の停止というものは，右事態に対する同法諺の適用
の結果にすぎない。また，ボワソナードは，右事態において，権利が行使によ
り消滅したという推定が欠けるので停止が認められるともいう26。
　ボワソナードは，同法諺が法律上の障害と事実上の障害に適用されることを
認めている。ただ，その適用の要件及びその停止の認められる期間は，障害毎
に異なっている。
　権利に条件又は期限の設定されている場合でも，権利者は保存行為として訴
えを提起できる（ボ草445条，財425条）。この場合の権利者は時効を中断する
4 4 4 4 4 4 4
ための訴え
4 4 4 4 4
（具体的にいえば，義務者に権利の承認を求める訴え）を提起でき
るので，権利行使の障害がないかのようにも思われる。しかし，ボワソナードは，
条件成就前において消滅時効の対象となる権利が発生していないこと，期限到
来前において権利それ自体の行使が妨げられていることから，条件・期限を停
止事由とし，その成就又は到来までの時効の停止を認める（ボ草1471条，証
125条）27。これらは，法律上の障害に該当するとされている28。また，受遺者
の権利や生命保険金支払債権等のように，権利の成立，範囲，行使が相続開始          
にかかるものは，その相続の開始まで時効が進行しない（ボ草1462条，証126
条）。本条は，権利が時効によって消滅するのは，権利が発生し，かつ法的に
4 4 4
その行使が可能になった場合のみであるという原則を直接適用したにすぎない
という29。つまり，本条は，相続という法律上の障害に基づく停止を認めるも
のといえよう。
　ボワソナード草案・旧民法は，時効の停止事由を限定列挙としている（ボ
草1466条，証130条）。これは，事実上の障害
4 4 4 4 4 4
に対して同法諺を適用するには，
法律上の明文が必要であることを意味するものであり，法律上の障害
4 4 4 4 4 4
に対して
は法律上の明文がなくとも，同法諺を適用できる30。ボワソナードは，事実上
の障害の種類が無限であるから，同法諺の適用を事実上の障害にまで広げる
と，この法諺が恣意的に利用されたり，濫用されたりする恐れがあると説明す
る31。それゆえ，ボワソナード草案・旧民法は，（一）以下で見るように，特
定の事実上の障害にしか同法諺の適用を認めていない。
　なお，ボワソナード草案・旧民法における同法諺の効果は２種類ある。フラ
ンスの旧法上の時効の停止は，原則として，「進行停止」であった。ボワソナー
ド草案・旧民法は，これに加えて「完成停止」を定めている。事実上の障害に
同法諺が適用される場合の効果については，完成停止を定めるものが少なくな
い。
（一）未成年者・禁治産者
　フランスの旧法は，未成年又は禁治産者である期間の全てにおいて時効が進
行しないとしていたが，ボワソナードは，そうすると，法律関係を長期間不確
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
実な状態におく
4 4 4 4 4 4 4
ことになるという。そこで未成年者・禁治産者に対する時効に
つき，その時効期間が５年を超える場合，最後の一年間のみ時効の進行が停止
するとした（ボ草1467条２項，証131条２項）32。
　未成年者や禁治産者に保護者がいる
4 4 4 4 4 4
場合，保護者による訴え提起が可能であ
るのだから，未成年や禁治産であること自体は，権利行使に関する事実上の障
害にすぎないといえよう。           
（二）婚姻
　婚姻中の「妻の権利」に関する停止は，その権利が（a）夫以外の第三者に
対する場合と（b）夫に対する場合に分類される。（a）夫以外の第三者に対す
る妻の権利について，夫がその権利行使を怠る場合でも，妻は保存行為として
4 4 4 4 4 4 4
の訴え
4 4 4
を提起できるから，婚姻期間中も時効が進行するのが原則である（ボ草
1468条１項，証132条１項）。ただ，返還を求める訴え
4 4 4 4 4 4 4 4
を提起できない（人68
条）から，未成年者等と同様に，婚姻期間の最後の１年間は妻に対する時効が
進行しないとした（ボ草1468条２項１号，証132条２項）33。また，第三者に
対する妻の権利が，夫に担保責任等を課す場合も同様とする（1468条２項２号，
証132条２項）。この場合の妻は，法律上
4 4 4
，第三者に対する訴えの提起が可能
であるが，その訴えによって夫が担保責任を負うという心理的な障害
4 4 4 4 4 4
ゆえに訴
え提起が困難である34。
　（b）妻から夫に対する権利も，原則として，婚姻中も時効が進行する（ボ
草1470条１項，証134条１項）が，最後の一年間だけが婚姻の終了まで進行を
停止する35（ボ草1470条２項前段，証134条２項前段）。ボワソナードは，この
場合の妻には心理的な障害
4 4 4 4 4 4
があるにすぎないのだから，未成年者や禁治産者と
同じく完成停止が妥当するという36。
（三）限定相続のための財産調書作成期間，熟慮期間
　フランスの旧法は，限定相続のための財産調書作成期間や相続のための熟慮
期間中でも時効が進行するとしていた。しかし，ボワソナードは，それが継続
する期間全て，時効の進行が停止するとした（ボ草1471条bis，証135条）。ボ
ワソナードは，（ア）最終的な代理人や相続人がいない状態で相続財産への時
効の進行を認めるのは，余りに過酷であり，（イ）相続人が決定したとしても，
相続人が中断のための訴えを提起するには，相続財産を構成するものについて
知る必要があり
4 4 4 4 4 4 4
，それが相続調書の作成でしか明らかにならないという37。（ア）
は相続人が確定しないために権利行使できないという法律上の障害，（イ）は
事実上の障害にあたるといえよう。          
　本条では，先の（一）（二）の停止と異なり，財産調書作成期間と熟慮期間
中の進行停止が認められる。それは，調書作成期間や熟慮期間などは，長くと
も数ヶ月に過ぎないからである38。
（四）不可抗力
　ボ草案 1472条・証 136 条は，不可抗力も時効の停止事由とした。これは
事実上の障害に関する重要な条文なので，やや詳しく見ることにしたい。
ࡏ⨲᧦「上に定められていない場合において，時効期間満了の時点
で，交通の断絶または裁判事務の停止によって，権利者がその権利の行使
のためまたは時効の中断のために訴えを提起することが絶対的に不可能な
場合，その者が障害の止みたる後直ちに訴えを提起したならば，その者は
失権から免れうる。
②　内戦時または外国との戦争時39 もしくは予測していない臨時兵役に
よって陸海軍の兵士が権利の行使を妨げられた場合も，前項の規定が適用
できる」
　本条の停止事由には，一般市民
4 4 4 4
のための（a）交通の断絶（b）裁判事務の停
止と，陸海軍の兵士
4 4 4 4 4 4
のための（c）戦争又は予想できない臨時兵役がある。ボ
ワソナードは，（a）（b）に基づく時効の停止を認めても，この停止が一時的な
ものであり，時効の停止によって引き起こされる損害も著しいものとはなら
ないという40。ただ，時効の停止が認められるのは，（a）又は（b）に加えて，
①絶対的に訴え提起が不可能となる障害が，②時効期間満了時に存在し，かつ
③その障害が去りたる後，権利者が直ちに訴え提起した場合に限られる41。
　陸海軍の兵士に関しては，（c）の場合のみ，時効の停止が認められる。それ
は，臨時兵役であっても，一定期間兵役が継続することが前もって予想される
場合は，権利を保全する措置を講じなかったことに過失がある
4 4 4 4 4
という42。
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　ボワソナード草案・旧民法では，財産編，財産取得編，証拠編において短期          
消滅時効が定められている。短期消滅時効は，（一）財産編における銷除訴権
と廃罷訴権の消滅時効，（二）財産取得編における売買，請負に関する消滅時効，
（三）証拠編における消滅時効に分けられる。
（一）財産編における短期消滅時効
　行為無能力・詐欺・強迫等による銷除訴権（現在の取消権に相当する権利）
は，５年で時効にかかる（ボ草566条，財544条）。ボワソナードは，権利を容
易に失わせることになるから，時効期間を短縮すべきでないとしつつも，フラ
ンス法に比して本草案が時効期間を短縮化する傾向にあるという。フランス法
の定める消滅時効には，著しく長い時効期間を設定するものがあり，権利を長
4 4 4 4
期間の不確実状態に至らしめる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。契約の内容を履行させることが問題になる場
合，その時効期間は長くても良いが，契約の取消や解除については時効期間を
短期にすべきであるとする43。
　この時効については，強迫の場合にそれが止みたる時，錯誤の場合に錯誤が
認識された時，詐欺の場合に詐欺に気づいた時，無能力の場合にそれが止みた
る時まで進行が停止すると定められた（ボ草567条１項，財545条）。ボワソナー
ドは，事実上の障害に基づく停止を認めるために法律上の明文が必要であると
いう一般原則を確認しつつ，行為無能力や強迫等の事実上の障害が除去される
時点までの時効の停止を定めた明文を置くことが賢明であるとする44。
　廃罷訴権について，時効期間を債権者が債務者の詐欺に気づいた時から２年，
詐害行為時から30年としていた（ボ草364条１項，財344条１項）。ボワソナー
ドは，詐欺発見時から５年または１年という単一の期間を設定する立法も可能
であるとしつつも，諸権利を著しく長い期間不確実な状況におく
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
という不都合
がないように，本条では最長期間を定めたとする45。
（二）財産取得編における短期消滅時効
（１）売買に関する短期消滅時効
　ボワソナード草案は，売買目的物の（ア）一部滅失，（イ）数量不足又は超過，
（ウ）隠れた瑕疵の場合において認められる各訴権について，短期消滅時効と          
特別な停止を認める。
（ア）一部滅失による解除訴権・代金減額訴権
　売買目的物が全部滅失している場合，その契約は無効であるが（ボ草680条
１項・取43条１項），一部が滅失している場合，買主には解除訴権と代金減額
訴権が認められる（ボ草680条２項・取43条２項）。ボワソナードは，各訴権
の時効期間を普通時効期間とすると余りに長いとして，売買契約の買主が一部
滅失を知った時から，解除訴権は６ヶ月，代金減額訴権は２年で時効にかかる
とした（ボ草680条３項・取43条３項）46。本条で特別な停止が認められる理
由は明らかでない。
（イ）数量不足又は超過による代金改訂訴権・損害賠償訴権・解除訴権
　ボワソナードは，数量不足又は超過によって認められる代金改訂訴権は，銷
除訴権そのものではないが，代金という契約内容を変更するものであるから，
短い時効期間がふさわしいという。それゆえ，売買目的物の数量不足又は超過
による代金改訂訴権，損害賠償訴権，解除訴権は，売買の目的物が不動産の場
合１年，動産の場合１ヶ月の時効にかかる（ボ草691条１項，取54条１項）。
この期間は，売主の権利につき契約の時から，買主の権利につき引渡をした時，
または引渡前に代金の全額が弁済された場合にはその時から進行を開始する
（691条２項，取54条２項）。時効の進行開始時期が売主と買主でそれぞれ異な
るのは，引渡時又は代金支払時まで買主が目的物を検査できないのが通常だか
らである47。
（ウ）隠れた瑕疵による解除訴権・代金減額訴権・損害賠償訴権
　瑕疵担保責任によって発生する訴権，すなわち売買契約解除訴権と代金減額
訴権と損害賠償訴権は，不動産につき６ヶ月，動物以外の動産につき３ヶ月，
動物につき１ヶ月で時効にかかる（ボ草746条１項，取99条１項）48。物を占有
して初めて，買主が売買目的物の瑕疵を認識可能になるので，瑕疵担保責任に
関する訴権の消滅時効は売買契約時でなく，引渡時から進行を開始する（ボ草
746条２項，取99条２項）49。なお，不可抗力のために隠れた瑕疵を時効期間中          
に買主が発見できなかった場合，この時効の進行は停止する（ボ草746条４項，
取99条４項）。同条が適用される事案としては，洪水等が想定されており，病気
等の買主の個人的な事情はこれに該当しない。それは，個人的事情で買主が権
利行使できない場合，買主が代理人を準備して，その代理人によって権利行使
が行われるべきだからである。ボワソナードによれば，この停止は，一般法に
対する例外であり，時効期間の短さによって正当化される
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ものにすぎない50。
（２）請負に関する短期消滅時効
　ボワソナード草案・旧民法財産取得編において，請負契約には，主たる
材料を注文者が提供する「労務賃貸借契約（contrat du louage d’ouvrage
ou l’industrie）」と，主たる材料を請負人が提供する「条件つきの売買契約」
がある（ボ草981条，取275条）。ボワソナード草案・旧民法は，（i）労務賃貸
4 4 4 4
借契約
4 4 4
において工作物に隠れた瑕疵があった場合の代金減額訴権・代金返還訴
権が３ヶ月の時効（ボ草984条２項，取278条２項）51，（ii）労務賃貸借契約及
4
び条件付き売買契約
4 4 4 4 4 4 4 4 4
において，工作物または地面の瑕疵から生じる損害に関す
る損害賠償責任が，障壁均地その他木，石，瓦を用いて作った工作物につき２
年，木造建物につき５年，石造りなどの堅固建物につき10年の時効にかかる（ボ
草985条，取279条52 ）とする。なお，条件つきの売買契約において目的物に
隠れた瑕疵がある場合については，先述の売買に関する規定が準用される（ボ
草984条３項，取278条３項）。
　フランスにおいて，労務賃貸借契約としての請負契約の目的物が不可抗力で
滅失した場合，請負人は仕事完成義務から解放される反面，代金債権を失う。
しかし，注文者は，目的物の占有の受領と別に，作業を受け入れたという意味
の「受取（réception）」をなす義務を負い，注文者が受取を行い，または受取
を遅滞すると，請負契約の危険は注文者に移転する。請負人は，作業がいくつ
かの部分に分かれる場合，一部の受取を求めることができる。また，請負目的
物の隠れた瑕疵に関する担保訴権の消滅時効は，その受取の時から進行を開始
する53。           
　ボワソナード草案・旧民法も，請負契約の危険の移転につき同様に考える。
すなわち，労務賃貸借契約としての請負契約の目的物が不可抗力で滅失した場
合，原則として請負人が危険を負担するが，注文者が点検と受取（recevoire）
を怠りたる場合はこの限りでない（ボ草982条１項但書，取276条２項54 ）。労
務賃貸借契約としての請負契約で，全部の完成後にしか目的物の引渡しができ
ない場合，請負契約の当事者は注文者が完成した一部につき点検と受取をする
旨合意することができ，この合意をした注文者が点検と受取をし，またはそれ
らを遅滞した場合，注文者に危険が移転する（ボ草983条１項，取277条１項）。
　ボワソナード草案・旧民法は，先述の（i）（ii）の短期消滅時効が，原則と
して「受取」時55 から進行を開始すると定める。ボワソナードは，詐欺をして
いない請負人が，瑕疵の発見のために遅れの影響を蒙るべきでないから，隠れ
た瑕疵が明らかになった
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時とせず，注文者が引渡を遅らせることができること
と，注文者のために請負人に物を保管させるべきでないことを勘案して，引渡
4 4
時でなく「受取」時から時効が進行することにしたという56。
　（ii）の責任期間中に発生した請負人に対する損害賠償訴権は，全部滅失の
場合につき１年，一部滅失又は重大な毀損の場合につき６ヶ月の時効にかかる
（ボ草986条，取280条）。特別な時効期間が定められたのは，滅失から長い期
間を設定すると，崩壊の原因が請負人に由来することを証明するのが困難にな
るためである。この消滅時効が停止する期間は，全部滅失と一部滅失で異なる。
全部滅失の場合，損害が明確であり，その全ての範囲を請求することができる
ので，目的物の全部滅失時から時効が進行する。これに対し，一部滅失等の場
合，発生する損害が最終的なものではなく，継続的損害を算出することが困難
なので，上記の責任期間満了時から時効が進行する57。
（三）証拠編における短期消滅時効と進行開始障害
　証拠編に定められた短期消滅時効は，（１）特別の停止が定められていない
ものと（２）特別の停止が定められているものがある。
（１）特別の停止の定められていない短期消滅時効          
　特別の停止の定められていない短期消滅時効には，（a）定期金債権に関す
るものと（b）それ以外の債権に関するものがある。
（a）定期金債権に関する短期消滅時効
　①利息②永久及び終身定期金の支分金③扶養定期金の支分金④賃料及び定期
小作料⑤果実及び日用品の定期的給付⑥教師（professeur）・使用人の給料で
その給料が１年毎に定められるもの⑦１年ごとに定められる債務で，１年より
短い期間で定期的に弁済すべきものに関する債権については，５年で時効にか
かる（ボ草1493条，証156条）。それは，５年以上定期債務が集積する場合，
債務者は弁済しなかった財産を必ずしも留保しておらず，集積した債権の請求
は，債務者を破産させる恐れがあるからである58。
（b）定期金債権以外の短期消滅時効
　日用品等の供給に関する債権等については，時効期間が１年とされ（ボ草
1496条，証159条），旅店や料理店の宿泊料や飲食料に関する債権については，
時効期間が６ヶ月とされた（ボ草1497条，証160条）。ボワソナードは，後者
に列挙された債権が重要なものでない
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こと，その性質や原因，当事者の状態な
どから長期にわたる信用がない
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ことから，極めて短期の時効期間を定めたとい
う59。
　医師や技師（ingénieur）の債権，教師・使用人等の給料でその給料が１月
以上１年未満の期間毎に定められる債権については，時効期間が３年とされた
（ボ草1494条，証157条）。ボワソナードは，これより短い時効期間を定めると，
債権者に迅速な権利行使を義務づけることになり，債務者にとって好ましくな
いという60。また，教師・使用人等の給料でその給料が１月以上１年未満の期
間毎に定められるものは，定期金債権としての実質を有するが，そこから生じ
る債務が少額で重要でない
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から，（a）に含めないことにしたという61。
　ボワソナード草案1498条は，（１）（b）の短期消滅時効のみ，債務者の自白
又は裁判上の尋問によって推定が覆滅されるとしていたが，旧民法証拠編161
条は，（１）（a）も，債務者の自白によって推定が覆滅されるとした62。          
（２）特別の停止の定められた短期消滅時効
（a）公証人，弁護士，執行士等の職務に関する訴権
　ボワソナード草案・旧民法証拠編において，公証人，弁護士，執行士等の権
利で，その職務に関する報酬債権や立替払金支払債権については，証書の作成
または裁判の終結した時から２年の時効にかかる（ボ草1495条１項２項，証
158条１項２項）。この時効が証書の作成または裁判の終結した時まで停止す
る理由について，ボワソナードは言及していない。報酬債権については，受任
者が受任した事務を完全に履行してはじめて，委任者が報酬支払義務を負うと
されているので（ボ草943条１項，取247条１項），証書作成又は訴訟継続を法
律上の障害と見る余地もある。しかし，立替払金支払債権については，そのよ
うな定めがないので，証書作成又は訴訟継続は客観的事実上の障害に相当する
と理解するしかない。なお，証書作成や裁判の終結に至らなくとも，権利発生
から５年で時効にかかるとされた（ボ草1495条３項４項，証158条３項４項）。
（b）裁判所，弁護士，裁判所書記，公証人，執行士に対する書類の返還訴権
　ボワソナードは，余りに長い期間，受け取った書類の返還義務を受寄者であ
る裁判所や弁護士等に負わせるのが不都合であるとして63，裁判所，弁護士，
裁判所書記，公証人，執行士が原告または依頼者から職務上預かった書類に関
する返還訴権が，裁判官・裁判所書記・弁護士につき判決の時から３年，公証
人につき証書の作成から２年，執行士につき職務執行の時から１年で時効にか
かると定めた（ボ草1499条，証162条）。
　ボワソナードは，判決，証書作成又は送達の時まで，時効が停止する理由を
明らかにしていない。ボワソナード草案・旧民法は，寄託者が返還請求をした
時に，受寄者が寄託物の返還義務を負うとしている（ボ草901条，取206条１項）。
また，黙示的に期間が定められていたと解するとしても，寄託者からの請求が
あったならば，受寄者は寄託物を返還しなければならない64 。この場合の寄託
者には，寄託物返還訴権の行使につき法律上の障害がなく，証書作成又は訴訟
継続という客観的事実上の障害があるにすぎないといえよう。したがって，本          
条における訴訟継続，証書作成，職務執行もまた，先の（２）（a）と同じく，
客観的事実上の障害に該当すると理解せざるをえない。
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　ボワソナードは，時効の存在理由を主に公益説と推定説に求める。公益説か
らは，①権利関係の早期確定と②時効完成時期の明確化が要請される。これら
の要請からすれば，権利者における事実上の障害を考慮すべきではない。もう
一つの存在理由である推定説は，権利喪失の蓋然性を基礎とするのであるから，
権利者における事実上の障害を考慮する必要がある。すなわち，ボワソナード
草案・旧民法において，推定説は，公益説の修正を導く根拠としての役割を担っ
ていたといえよう。
　権利者の陥った事実上の障害を考慮する方法としては，（I）フランスの旧法
のように，事実上の障害の発生から除去までに必要と考えられる期間を予め想
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定し
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，それに併せて普通時効期間を30年という長期の時効期間にする方法と，
（II）フランスの新法のように，事実上の障害の発生を予め想定するのでなく，
現実に
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事実上の障害が発生した場合に，法諺「訴えることのできない者に対し
て時効は進行しない」に基づく進行障害・停止を広く認める方法がある。ボワ
ソナード草案・旧民法は，このうち（I）を原則とし，普通時効期間を権利発
生から30年としている。（I）の普通時効期間は非常に長いものであり，公益
説の①の要請を後退させる。反面，事実上の障害の発生除去に必要な時間を予
め一律に定めるものであるから，時効完成時期が明確となり，公益説の②の要
請は実現される。（II）は，現実に発生した事実上の障害を考慮するものであ
り，権利喪失の蓋然性を基礎とする推定説に適ったものである。しかし，その
障害が30年以上存続するならば，（I）以上に公益説の①の要請を後退させる。
また，その障害が除去される時期が一律でないから，公益説の②の要請にも反
する。ボワソナードが廃罷訴権に関して述べていることは ,まさにこの趣旨で          
あろう。ボワソナード草案・旧民法が（I）を原則とするのは，公益説に対す
る推定説による修正といえども，公益説と調和するような修正しか認められて
いないことを示しているといえよう。
㧞ޓᴺ⻊ޟ⸷߃ࠆߎߣߩߢ߈ߥ޿⠪ߦኻߒߡᤨലߪㅴⴕߒߥ޿ޠߣᤨലߩ஗ᱛ
　ボワソナードによれば，時効の停止の基礎は法諺「訴えることのできない者
に対して時効は進行しない」にある。同法諺の説明に推定説を添えていたこと
からすれば，この法諺は推定説のみから演繹されているように見える。ただ，
兵士のための停止に関する説明において，権利者の懈怠の有無も考慮されてい
る。つまり，同法諺は，推定説と懈怠罰説から演繹されたものといえよう。第
１章で見たように，推定説と懈怠罰説は，権利者の消極的態様に着目し，公益
説に対する修正を導く根拠であるという点で共通している。それゆえ，ボワソ
ナードが推定説と懈怠罰説を併記することは，何ら不思議ではなく，推定説と
懈怠罰説の共通性を示すものといえよう。
　推定説であれ，懈怠罰説であれ，権利行使できない障害が権利者にあれば，
その障害が何であれ，同法諺が適用され，時効の停止が認められるべきであろ
う。しかし，ボワソナードは，権利行使の障害を法律上の障害と事実上の障害
に分類し，事実上の障害については明文の規定がなければ同法諺が適用されな
いとした。
　停止の効果には，進行停止と完成停止がある。条件・期限や相続にかかる権
利に関する規定を見ると，法律上の障害による停止には，原則として，進行停
止が認められる。これに対して，事実上の障害による停止には，（a）未成年
や婚姻中の妻の権利につき完成停止と（b）相続財産につき進行停止が認めら
れている。（a）（b）の差異は，その障害が継続する期間の長短に求められよう。
（a）の障害が長期間存続する可能性があるのに対して，（b）の障害は比較的
短期で除去される。この区別には，事実上の障害による時効の停止期間を短期
に留めたい，というボワソナードの意図が推認される。          
　普通時効期間に関する事実上の障害について，ボワソナード草案・旧民法が
同法諺の適用を制限し，停止される期間を短期に留める理由としては，二つ考
えられる。一つは，普通時効期間の決定に際して，事実上の障害の発生可能性
がすでに考慮されていることである。事実上の障害の発生可能性を予め想定し
て時効期間を定めた以上，現実に発生した事実上の障害を更に考慮することは，
事実上の障害の存否について二重の評価をすることになる。もう一つは，公益
説の要請である。公益説からすれば，①権利関係の早期確定が要請されるが，
普通時効期間である30年という期間は，この要請を後退させて認められたも
のである。事実上の障害はその種類が無限であるから，事実上の障害による停
止を安易に認めると時効完成時期が著しく遅くなり，①の要請は更なる後退を
求められる。また，事実上の障害は，その発生から消滅までの期間が一様でな
いから，事実上の障害による停止を安易に認めることは，公益説の②時効完成
時期の明確化の要請にも反する。それゆえ，公益説の要請が，事実上の障害に
対する同法諺の適用を制限し，かつ時効の停止する期間を短期に留めさせてい
るといえよう。
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　短期消滅時効には，特別の停止事由の（i）定めのあるものと（ii）定めのな
いものがある。（i）には，財産編の銷除訴権，廃罷訴権，財産取得編の売買や
請負の担保責任，証拠編の裁判所等に対する書類の返還訴権に関する消滅時効，
（ii）には，定期金債権と３年（ボ草1494条，証157条）・１年（ボ草1496条，
証159条）・６ヶ月（ボ草1497条，証160条）の消滅時効が該当する。
（一）（i）型における法諺の意義
　短期消滅時効は，公益説の①権利関係の早期確定という要請に適合的である。
しかし，事実上の障害の発生可能性が十分に考慮されているとはいえないので 65，
その除去まで時効が進行しないとしても，事実上の障害の二重評価という問題          
が起こらない。それゆえ，この時効においては，事実上の障害に関する特別の
停止を認めることが許される。ただ，特別の停止事由の承認は，公益説の②時
効完成時期の明確化の要請と緊張関係に立つ。廃罷訴権では，普通時効を最長
期間とすることで，この問題を解決しているが，これ以外の権利も普通時効に
かかるかは条文上明らかでない。
　この類型においては，同法諺が権利発生時の主観的事実上の障害に対しても
適用されることが認められている。ただ，その時効の進行停止の効果がいつま
で存続するのかという点については，（ア）権利者が権利発生を認識した時点（銷
除訴権，廃罷訴権，売買目的物の一部滅失によって認められる訴権），（イ）権
利者が権利発生を認識可能になった時点（売買目的物の数量不足により認めら
れる訴権は引渡時，請負の目的物の全部滅失に基づく損害賠償訴権損害は滅失
時），（ウ）受取時（請負の担保責任上認められる訴権）と，多様な規律を認める。
　売買契約に関する担保責任に基づく訴権のうち，売買目的物の一部滅失に
よって認められる訴権のみが（ア）に含まれ，それ以外は（イ）となってい
る。この区別の理由をボワソナードは明確に述べていない。ただ，売買目的物
が全部滅失
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の場合に売買契約が無効とされていることからすれば，売買目的物
の一部滅失を一部無効に等しいと考えて，銷除訴権と同じ（ア）にしたのでは
なかろうか。次に，請負契約に関する担保責任につき，注文者が引渡時期を遅
らせることと請負人に物の保管をさせることを防止するために，ボワソナード
は（ウ）にしたという。つまり，請負の瑕疵担保責任については，売買契約の
それに比して，早期の時効完成による担保責任からの解放が意図されていたと
いえよう。そこでは，時間の経過にしたがって，目的物の瑕疵が請負人の過失
に基づくものであるか否かが判断困難になるという請負契約の特殊性が考慮さ
れているように思われる。
　客観的事実上の障害についても，（エ）売買の瑕疵担保による訴権（オ）請
負の責任期間中に発生した一部滅失による損害賠償訴権（カ）公証人などの職
務に関する訴権（キ）裁判所等に対する書類返還訴権に関して，時効の進行が          
停止するとされていた。（エ）に関する説明からも明らかなように，時効期間
が短縮されたために，これら客観的事実上の障害に対する同法諺の適用が認め
られていると考えられる。なお，（オ）において損害発生の継続性に着目して
いる点は，損害賠償に関する消滅時効を考える上で示唆的である。
　以上から，ボワソナード草案における（i）型においては，時効期間が短縮
されたことを勘案して，同法諺に基づく特別の停止が認められている。ただ，
その進行が停止する期間については，権利の発生原因である契約の特徴等を勘
案して多様な規律がなされているといえよう。
（二）（ii）型における法諺の意義
　他方，（ii）型は（ア）定期金債権（ボ草1493条，証拠編156条）に関する
短期消滅時効と（イ）３年以下の短期消滅時効の定められた債権（ボ草1494条・
1496条・1497条，旧証拠編157条・159条・160条）に関するものに分けられる。
　このうち，（ア）における時効期間短縮の趣旨は，債務者を破産から守ると
いうものであった。この趣旨からすると，早期に時効を完成させて，債務者を
破産の危機から解放することが望ましいのであるから，早期の時効完成を妨げ
るような特別の停止を認めるべきでないだろう。
　（イ）については，債権の重要性や債務者に対する信用が時効期間の長さに
大きな影響を与えている。ボワソナードは，ボ草1497条，旧証拠編160条に列
挙された債権につき，債権に重要性がなく，長期にわたる信用もないという。
また，ボ草1494条，旧証拠編157条の短期消滅時効にかかる債権が早期に権利
行使されると，債務者に不利であるともいう。これは，当該債権の債務者を，
早急に債権を行使されると弁済できないような者，すなわち資力が十分でない
者と考えているのであろう。これに加えて，同条の時効にかかる債権は少額で
あり，重要でないともいう。つまり，（イ）に該当する債権は，債務者に長期
にわたる信用がなく，少額でかつ重要なものでないから，長期間の法的保護を
与える必要が無く，それゆえに時効期間が短縮されているといえよう。そこに
は，（イ）に該当する債権への差別意識が垣間見える66。これら債権に長期間          
の法的保護を与えるべきではないという趣旨からすれば，この短期消滅時効の
早期完成を妨げるような特別の停止を認めるべきでないだろう。
　以上のように，（ii）型において事実上の障害に関する特別の停止が認めら
れなかった理由は，時効期間短縮の趣旨にあったといえよう。
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（一）20年の普通時効期間
　草案168条（現行167条）は，所有権以外の財産権が20年で消滅すると定め
ていた。この時効期間が普通時効期間であり，草案170条（現行169条）以下
の短期消滅時効は，特別な時効であるとされる67。なお，法典調査会の段階で，
債権の消滅時効期間を10年とする規定はなかった。
　この草案168条は，普通時効期間を，ボワソナード草案・旧民法証拠編の30
年から20年へと変更する。同条の起草担当者である梅謙次郎は，その理由と
して，（a）文明開化にしたがって交通が発達し，遠隔地にいる者でも自分の本
国にある財産がいかなる状況にあるのかを知るのが困難でなくなる，（b）取
引が頻繁になると，その取引によって生ずる権利が早く確定しないと，数十年
前の取引について紛争が起きて，自分が正当に得たと思っていた権利が失われ，
経済上甚だ不便であるという68。
（二）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」と進行開始
障害・停止
（１）進行開始障害と停止の分離
　ボワソナード草案・旧民法の定める停止には，（ア）時効の進行を開始させ
ないものと，（イ）一旦開始した時効の進行を休止させるものが含まれていた。
しかし，法典調査会に提出された草案は，（ア）を進行開始障害の問題とした（草
案167条１項，現行166条１項）。同条の起草担当者である梅は，懈怠罰説に言
及した上で，未だ行使できない権利に時効が進行するということは起こりえな          
いことから，本条のように定めたとする。ただ，この変更は，ボワソナード草
案・旧民法から「実際少シモ変ルコトデハアリマセヌ」とされる69。
　草案167条１項（現行166条１項）の「権利ヲ行使スルコトヲ得ル時」とは，
通常，権利発生時であるが，権利に期限や条件が設定されている場合には，期
限の到来又は条件の成就の時であるとされる70。ボワソナード草案・旧民法に
おいて，成立，範囲，行使が相続にかかる権利については，相続を法律上の障
害として，停止を認めていた（ボ草1462条，証126条）。梅によれば，それら
の権利に「有限権利」と見るべきものもあるが，それに対しては草案167条１
項（現行166条１項）が適用されるという71。
（２）時効の停止
　ボワソナード草案・旧民法において進行停止と完成停止が混在していた時効
の停止の効果は，完成停止に一元化された。そして，ボワソナード草案・旧民
法において事実上の障害に関する停止を定めた規定の一部が，法律上の障害に
よる停止を定めた規定へと改められた。
（a）未成年者・禁治産者，婚姻
　梅は，ボワソナード草案・旧民法の未成年者・禁治産者に関する規定が，未
成年・禁治産の全期間の停止を認めないことを評価しつつも，法定代理人が存
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在する
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場合でも最後の一年間の停止を認める点で「少シ勇気カ乏シ」かったと
いう。むしろ，オーストリア民法，ドイツ民法草案を参考にして，法定代理人
が欠ける
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場合にのみ停止を認めれば良いという（草案158条，現行158条１項）72。
この未成年者・禁治産者の法定代理人が欠けるという障害は，権利を行使する
者を欠くものであるから，法律上の障害に該当するといえよう。
　草案159条は，「未成年者と禁治産者から父母又は後見人に対する権利（現
行158条２項）」と，「妻から夫に対する権利（現行159条）」に関する停止を定
めるものであった。同条の起草担当者である梅は，当時のわが国の状況から，
これらの権利には事実上の障害があると考える。すなわち，父から母，母から
子，管理人から被管理人の権利行使が憚られることはないが，禁治産者は自己          
の権利を知らない，または知っていても父母や後見人に対して自分の権利を主
張することができない。また，多くの夫婦において，夫が妻の財産を管理して
いるので，禁治産者と同じ問題が起きる。それゆえ，未成年者が能力者となっ
た時または法定代理人が就職した時，もしくは婚姻解消の時から６ヶ月間の停
止を定めた（草案159条，現行158条２項，159条）73。
　草案159条によれば，婚姻が何十年と継続する場合，その期間内に時効が完
成しないことになるが，梅は，親子や夫婦等の二当事者間の関係にしか本条が
適用されないので，その適用範囲が狭く，経済上の不都合を来すこともないと
いう74。
（c）相続人・相続財産管理人の不存在
　相続に関する停止につき，旧民法証拠編135条に代えて，ドイツ民法草案に
倣った草案160条（現行160条）が定められた。本条は，相続財産上の権利・
義務につき，相続人の確定した時又は管理人が選任された時から一定期間の停
止を定めるものである。梅によれば，時効は権利者の怠慢に基づいて権利を消
滅させるものであるから，権利者が権利を行使できたのに行使しなかったとい
うことがその前提となる。本条の場合，管理人を欠いており，権利者が権利を
行使できたとはいえないので，停止が認められる75。
　相続財産の管理人を欠くという障害は，相続財産に含まれる権利を行使する
者を欠くものであるから，法律上の障害に該当するといえよう。
（d）天災等の不可抗力
　草案161条の原案は，「時効ノ期間満了ノ時ニ当リ戦乱ノ為メ交通ガ塞カリ
タル為メ又ハ裁判事務停止ノ為メ権利ヲ行使シ又ハ時効ヲ中断スルコト能ハサ
ルトキ其妨害ノ止ミタル後直チニ請求ヲ為スニ因リテ権利者ハ時効ヲ免カルル
コトヲ得」であった。梅は，原案が証136条とほぼ同じ規定であり，同条１項
に戦乱による停止が定められていなかったので，これを付け加えたにすぎない
と説明する76。
　法典調査会においては，「戦乱ノ為メ交通ガ塞カリタル為メ又ハ裁判事務停          
止ノ為メ」を「不可抗力ニヨリ」に変更する提案と，停止期間を「１ヶ月」へ
と変更する提案が出された。梅によれば，時効は公益
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に基づくものであり，時
効の要件さえ備えれば早く完成を認めるのが望ましい
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。梅は，時効を定めた意
味を失わせないためにも，時効の停止事由を判然と定め，それ以外の事由によ
る停止を認めないとしなければならないと述べ，本条のような停止の削除を希
望していたという。ただ，証136条に述べられた場合はやむを得ない場合と思
うので，最も狭い範囲で保護を認めるという証136条と同じ精神で草案161条
を定めたとする。それゆえ，「不可抗力」という文言にすると停止の認められ
る範囲が非常に広くなり，停止期間を「一ヶ月」にすると怠慢な権利者まで保
護されるとして，修正案に異論を唱えた77。そこで，「天災其他避ク可カラサ
ル事変」に修正する案と「二週間」に修正する案が提出され，可決した78。
（三）短期消滅時効と進行開始障害
　起草担当者は，権利行使の期間制限について，時効によって消滅すると書い
てある場合は消滅時効，書いていない場合は「不変期間」（いわゆる除斥期間）
であるとしていた79。この基準によれば，総則以外で定められた20年未満の期
間制限のうち，取消権，詐害行為取消権，不法行為に基づく損害賠償債権，相
続回復請求権，遺留分減殺請求権に関する期間制限は消滅時効に該当し，売買
契約の担保責任に基づく各種の権利（現行564条以下），請負契約の担保責任
に関する各種の権利（現行637条以下）等に関する期間制限は除斥期間に該当
する。そこで，本稿では，この基準から消滅時効に分類されるものを特に見る
こととする。ただ，法典調査会において，起草担当者が請負契約の担保責任を
時効と説明している箇所もあるので80，請負契約の担保責任に関する権利への
期間制限についても見ることとしたい。
　以下では，ボワソナード草案・旧民法における短期消滅時効と対比するため
に，（１）旧民法財産編に規定されていた短期消滅時効，（２）旧民法財産取得
編に規定されていた短期消滅時効，（３）旧民法証拠編に規定されていた短期
消滅時効，（４）明治民法において相続法に加えられた短期消滅時効の順で検          
討する。
（１）旧民法財産編に規定されていた短期消滅時効
　取消権，詐害行為取消権，不法行為に基づく損害賠償債権に関する短期消滅
時効には特別の進行開始障害が定められた。取消権の消滅時効の起草担当者で
ある梅は，この時効の進行開始障害と時効期間につき，旧民法の規定から特別
な変更をしていないという81。ただし，取消権が５年の特別の時効だけでなく，
普通時効
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にかかることを明確にするために，「取消シ得ヘキ行為ヲ為シタル日
ヨリ普通ノ時効ニ必要ナル期間ヲ経過スル」ことで取消権が消滅することを明
文上定めた82。その後の整理会で，普通時効期間が20年になったことを受けて，
「普通ノ時効ニ必要ナル期間」が「20年」に改められた（草案127条，現行126
条）83 。詐害行為取消権の消滅時効に関して，起草担当者である梅は，同条が
財344条と実質において変わらず，普通時効期間が20年となったので，「30年」
を「20年」に変更したという（草案422条，現行426条）84。不法行為に基づく
損害賠償債権85 については，損害及び加害者を知った時から３年としつつも，
「知ラナケレハ百年テモ二百年テモ権利カ生スル」として，右債権が普通時効
にもかかることを定めている（草案732条，現行724条）86。
（２）旧民法財産取得編に規定されていた短期消滅時効，
　明治民法では，請負の注文者に瑕疵修補請求権と損害賠償請求権と解除権が
認められている。これらにつき短期消滅時効と進行障害事由が定められ，引渡
時から時効の進行が開始する（草案644条，現行637条）。本条の起草担当者で
ある穂積陳重は，（a）売買に関する565条に倣ったこと87，（b）一般に引渡と
いうのが確かであること88から，そのように定めたという89。
（３）旧民法証拠編に規定されていた短期消滅時効
（a）特別の進行開始障害が定められているもの
　草案171条（現行170条）は，ボ草1494条・旧証拠編157条を修正したもの
であるが，本条ではボワソナード草案・旧民法になかった特別の進行開始障害
が定められている90。同条の起草担当者である梅は，（Į）工事に関する債権は          
工事が終わってから計算して請求するものが「随分多カラウ」こと，（β）工
事には数年かかるものがあり，工事の終わる前に請求しなければならないとす
ると甚だ不便であることから，イタリア法に倣って「工事の終了時」まで時効
が進行しないこととした91。（ȕ）の観点からすれば，病気にも完治まで数年か
かるものがあるのだから，医者の患者に対する債権についても，病気の継続を
進行開始障害事由とすべきように思われる。しかし，梅は，医者が「こすい」
者であり，決して遠慮せず盆暮れに支払を求めるとして，病気の継続を進行開
始障害事由としなかった92。工事の継続も病気の継続も客観的事実上の障害で
ある。しかし，これが進行障害事由たり得るためには，（ȕ）で示された障害の
継続性のみならず，（Į）において示唆されている基準，すなわち債権者の属す
る人的集団における平均人にとって権利行使を期待できないものでなければな
らないと考えられているのであろう。
　弁護士・公証人に対する書類返還債権の消滅時効（草案172条，現行171条）
と弁護士・公証人の職務に関する債権の消滅時効（草案173条，現行172条）には，
ボワソナード草案・旧民法と同様に，特別の進行開始障害が定められた。梅は，
いずれも旧民法証拠編158条，162条と同じ意味で，文言に若干の変更を加え
ただけであるという93。
（b）特別の進行開始障害が定められていないもの
　特別の進行開始障害の定められていないものとしては，定期金債権の短期消
滅時効（草案170条，現行169条），旧民法証拠編159条に相当する２年の消滅
時効（草案174条，現行173条），旧民法証拠編160条に相当する１年の消滅時
効（草案175条，現行174条）がある。
　梅によれば，定期金債権の短期消滅時効に関する草案170条は，証156条と
大抵同じであり，定期金債権を列挙するのをやめて，原則を掲げることにした
という94。
　草案174条については，証159条から，時効期間を１年から２年に延ばした
点が異なっている。梅は，早く事を落着する必要があるが，１年の時効として          
しまうと，信用のある者に対しても訴えを起こさねばならないという好ましく
ない事態が生じる。信用の発達
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というものも考えなければならないのに，１年
の期間とすると，かえって信用の発達を阻害するので，２年が適当であるとい
う95。
　草案175条も，草案174条と同じ理由に基づいて，旧民法証拠編160条から，
時効期間を６ヶ月から１年に延ばしている96。更に，旧民法証拠編にはなかっ
た「運送賃」と「動産の損料」も，同条の適用対象に加えられた。梅は，この「動
産の損料」というものが，長期間貸しておく性質のものではないし，信用がな
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い者
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が借りたのは毎日でも取りに行くのだから，これを入れなかったのは旧民
法の欠点であるという97。
　草案170, 174, 175条における時効期間以外の変更点としては，債務者が弁済
していないことを自白した場合に関する旧民法証拠編161条を削除した点であ
る。梅は，旧民法証拠編161条が時効を法律上の推定と見る観点から定められ
たものであって，明治民法が時効を純然たる取得時効・消滅時効としたことか
ら，同条を採用しなかったという98。
（４）相続法に加えられた短期消滅時効
　相続回復請求権の消滅時効につき定めた草案974条（現行884条）に関して，
同条の起草担当者である穂積は，相続権が様々な権利義務を含むので，その時
効期間は通常の時効期間の最長のものでなければならないとして，時効期間を
20年とする。ただ，家督相続等のことは早期に確定すべきであるとして，「相
続権侵害の事実を知った時」から５年の短期消滅時効を定めたと説明する99。
　遺留分減殺請求権の消滅時効につき定めた草案1055条（現行1042条）に関
して，同条の起草担当者である富井政章は，フランスのように原則30年とす
ると余りに長すぎるので，最長期間を10年とし，かつ遺留分権利者がその権
利を知った時から１年の時効を定めたという100。
（四）法典調査会における議論の小括
（１）普通時効期間           
　ボワソナード草案・旧民法は，主に公益説と推定説に時効の存在理由を求め
ていた。これに対して，明治民法の法典調査会における起草担当者は，主に公
益説と懈怠罰説に時効の存在理由を求めている。第１章で述べたとおり，ボワ
ソナード草案・旧民法における推定説に基づく説明は，懈怠罰説に置き換えて
理解することが可能である。
　懈怠罰説においても，権利者が事実上の障害に陥っていた場合，権利者に権
利行使可能性がなく，権利者に懈怠があったといえない。それゆえ，懈怠罰説
からも，事実上の障害を考慮する必要がある。ボワソナード草案・旧民法は，
事実上の障害の発生を予め想定して，普通時効期間を30年とした。法典調査
会に提出された草案における普通時効期間は，権利発生時から20年であった。
普通時効期間の説明において，権利発生に対する権利者の不知という事実上の
障害に，法典調査会の起草担当者が言及していることからすれば，この普通時
効期間も，ボワソナード草案・旧民法と同様に，事実上の障害の発生とその除
去にかかる時間を予め想定して定められたものといえよう。しかし，その起草
担当者は，（a）文明開化によって財産の状況を知るのが困難でなくなるという。
この説明からは，法典調査会の起草担当者が，事実上の障害の発生の可能性を
想定しつつも，文明の進展によって，その障害除去のために必要な時間がこれ
までよりも短くなると考えていたことが伺われる。
　また，公益説からすれば，ボワソナード草案・旧民法の30年という普通時
効期間は，公益説の①権利関係の早期確定の要請を後退させるものでもあった。
法典調査会の起草担当者が，（b）権利が早く確定しなければならないと述べ
るのは，まさにこの①の要請を考慮したものである。つまり，起草担当者が，
ボワソナード草案・旧民法に比べて，公益説の①の要請を重視したために，時
効期間が20年になったものと推認される。
　以上より，法典調査会は，ボワソナード草案・旧民法と同様に，事実上の障
害の発生可能性を予め想定して普通時効期間を長期の期間として定めている
が，事実上の障害の発生可能性とその除去に必要な時間並びに公益説の要請に          
関する認識の違いから，普通時効期間を30年から20年に変更したといえよう。
（２）時効の進行開始障害・停止
　ボワソナード草案・旧民法は，法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」が時効の停止の基礎であるとしていた。法典調査会の起草担当
者は，ボワソナード草案・旧民法における停止規定を進行開始障害規定と停止
規定に分けたものの，これはボワソナード草案・旧民法と少しも変わるもので
はないと説明する。それゆえ，進行開始障害も時効の停止も，同法諺を基礎と
するものといえよう101。
　進行開始障害事由ならびに時効の停止事由の決定についても，ボワソナード
草案・旧民法における同法諺に対する理解が法典調査会にも影響を与えている。
法典調査会の起草担当者は，ボワソナード草案・旧民法において法律上の障害
とされていた条件・期限を，進行開始障害事由の例としている。条件・期限以
外の法律上の障害に関する規定を整理し，条件・期限に関する条文の文言を「権
利ヲ行使スルコトヲ得ル時」という抽象的な文言に変更したのは，法律上の障
害が一律に進行開始障害事由になることを明らかにするためであったと推察さ
れる。この点は，法律上の障害に基づく停止を広く認めていたボワソナード草
案・旧民法と同様であったといえよう。
　法典調査会の草案では，時効の停止事由を限定列挙とするボ草1466条・証
130条に相当する規定がない。それは，草案161条の議論における停止事由を
極めて制限しようとする態度から推察するに，法典調査会の起草担当者にとっ
て，時効の停止が限定列挙であることは自明であり，条文で定めるまでもない
と考えられていたのであろう。
　法典調査会の起草担当者は，事実上の障害に関する停止事由を整理し，事実
上の障害に関する停止事由のうち，未成年者・禁治産者と法定代理人の関係，
婚姻関係，天災等の不可抗力のみを停止事由とし，停止の効果も完成停止に一
元化した。したがって，法典調査会は，ボワソナード草案・旧民法以上に，事
実上の障害に関する停止事由とその効果を制限しているといえよう。          
　本草案において，事実上の障害に関する停止事由とその効果がボワソナード
草案・旧民法以上に制限される理由は，時効の存在理由の公益説にあると思わ
れる。草案161条での議論において，時効を速く完成させる方が良いと起草担
当者はいう。これは，公益説の①権利関係の早期確定という要請に沿った発言
である。普通時効期間は，公益説の①の要請を後退させるものであるが，この
後退を最小限に抑えるべきであると解するのであろう。また，停止事由とその
効果を制限すれば，時効完成時期が一層明確になり，公益説の②時効完成時期
の明確化にも適う。したがって，公益説の要請が，ボワソナード草案・旧民法
以上に停止事由とその効果を制限させているといえよう。
（３）短期消滅時効と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
の関係
　短期消滅時効は，（ア）客観的事実上の障害に関する特別の進行開始障害を
定めるもの（工事に関する債権等），（イ）主観的事実上の障害に関する特別の
進行開始障害を定めるもの（取消権等），（ウ）特別の進行開始障害の定めのな
いものに分けられる。
　まず，事実上の障害に対する特別の進行開始障害事由の認められた（ア）（イ）
について，見ることとする。これらは，時効期間短縮に伴い，事実上の障害を
進行開始障害事由とするものである。時効期間短縮と進行障害事由（ボワソナー
ド草案・旧民法においては停止事由）の拡大という関係性は，ボワソナード草案・
旧民法にもみられた。ただ，先にも述べたとおり，特別な進行停止事由の承認
は，公益説の②時効完成時期の明確化と緊張関係に立つ。また，短期消滅時効
が普通時効期間以上に伸張する可能性があり，普通時効以上に公益説の①権利
関係の早期確定という要請に更なる後退を求めることになる。それゆえ，短期
消滅時効における特別の進行開始障害事由を認めるとしても，公益説を時効の
存在理由とする限り，公益説との緊張関係をいかに解消するのかが問題になる。
　客観的事実上の障害につき特別の進行開始障害を定めた（ア）のうち，工事
に関する債権は，ボワソナード草案・旧民法では信用のない債権と捉えられて          
いたものである。工事の未完了を進行開始障害事由と認めていることからも，
草案171条で列挙された債権が草案174条・175条の債権と異なるものと考え
られているといえよう。工事に関する債権のみ，工事の継続という客観的事実
上の障害が進行開始障害事由とされるのは，これが権利者の属する人的集団に
おける平均人にとって権利行使を期待できない性質を有するからであろう。弁
護士等に関する時効において訴訟継続や職務執行が進行開始障害事由となるの
も，同様の理由であろうと思われる。権利者個人を基準とすると，いずれが客
観的事実上の障害に該当するかが判断困難になり，時効完成時期が不明確にな
る。この意味において，平均人という基準は公益説からの要請に基づくものと
いえよう。
　（イ）の主観的事実上の障害において，法典調査会の起草担当者は，取消権
が短期消滅時効のみならず，普通時効にもかかると明言する。詐害行為取消権
や不法行為に基づく損害賠償債権でも確認されていることから，起草担当者は
短期消滅時効の定められている権利が一般的に普通時効にもかかると考えてい
たといえよう。これにより，公益説の②の要請との緊張関係が解消される。ま
た，短期消滅時効期間が伸張される場合でも，普通時効期間以上に公益説の①
の要請が後退しないという意味で，公益説の①の要請も考慮されている。した
がって，明治民法では，時効期間短縮に伴い，特別な進行開始障害事由が定め
られた場合でも，客観的事実上の障害に基づく進行開始障害事由の制限や，普
通時効期間の一般的適用の承認によって，公益説の要請との調和が果たされて
いる。
　これに対して，（ウ）では，特別の進行開始障害が定められていない。定期
金債権に関する草案170条は，ボワソナード草案・旧民法と同じ趣旨であると
されている。それゆえ，特別の進行開始障害が定められなかった理由は，ボ
ワソナード草案・旧民法と同様に，その時効の趣旨にあるといえよう。次に，
草案175条に「運送賃」と「動産の損料」が追加された理由からすると，草案
175条は債務者に信用のない債権に関する時効を定めたものといえる。また，          
短期の時効期間が信用の発達を阻害するという草案174条に関する起草担当者
の発言は，法典調査会の時点で，草案174条列挙の債務者に十分な信用がある
者が少ないことを前提とするものである。つまり，ボワソナード草案・旧民法
と同じく，両条文に列挙された債務者には，債務者に長期に渡る信用がないこ
とから，時効期間が極めて短い期間になったといえよう。したがって，草案
170条・174条・175条の短期消滅時効につき，特別の進行開始障害が定められ
なかった理由は，ボワソナード草案・旧民法と同様に，その時効の趣旨にある
といえよう。
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（一）帝国議会における議論
　法典調査会は普通時効期間を20年としていたが，法典調査会後に開催され
た帝国議会は，債権の消滅時効の時効期間を10年に短縮した102。
　帝国議会の衆議院「民法中修正案委員会」において，普通時効期間を更に短
縮する修正提案が提出された。修正に賛成する議員は，（a）出訴期限規則な
どで築かれてきた習慣の基本が５年なのに，４倍の20年にするのは認められ
ない，（b）世の中の進歩に併せて時効期間が短くなる傾向にある，と主張した。
これに対して，梅は，（a）出訴期限規則は，金銭消費貸借契約に基づく債権
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のうち，期限の定めのある債権の時効期間が５年と定められているが，期限の
ないものについて時効期間が定めていなかったので，前者からすれば時効期間
が４倍になったように見えるかもしれないが，後者からすれば時効期間のない
ものを20年にしたのだから，20年の時効期間はこれらの間をとっていること，
（b）日本が南北に長い国であることから，20年が適当であるとする。ただし，
梅は，金銭消費貸借契約上の債権
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について長すぎるというのであれば，債権だ
けを短くすることには多少の理由があるだろうと述べた。結局，10年に短縮
する修正動議が否決されたが，15年とする修正動議が提出され可決した103。
　これにより，普通時効期間が15年とされたが，衆議院の委員会最終日にお          
いて，消滅時効の時効期間につき，債権を10年，所有権又は債権以外の財産
権を20年とする再修正動議が提出されて可決した。衆議院委員長の星亨は，
原案が慣習や出訴期限規則と大きく異なることから，時効期間を10年にした
という104。この結果，債権の消滅時効は，法典調査会の起草担当者の予想しな
い10年の短期
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消滅時効へと変貌を遂げた。
（二）帝国議会による債権の消滅時効期間の短縮と進行開始障害
　帝国議会で時効期間の短縮を主張した議員や梅は，金銭消費貸借契約により
発生する債権を念頭に置いて，時効期間の短縮を許容しているように思われる。
確かに，契約上の債権については，通常，主観的事実上の障害がない。しかし，
債権一般
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というのであれば，不当利得や事務管理を発生原因とする債権も含ま
れるのであり，これらについて，主観的事実上の障害の発生可能性が高いこと
は容易に想像できる。しかし，帝国議会は，時効期間を10年に短縮するに当たっ
て，専ら慣習に基礎を求めるだけで，債権一般における事実上の障害の発生可
能性を想定していたのか明らかでない。
　先に見たとおり，多くの短期消滅時効には特別の進行開始障害事由が認めら
れていた。普通時効期間は20年であるから，債権一般に関する10年の消滅時
効は短期消滅時効ということになる。ところが，この時効に関して特別の進行
開始障害が定められていないので，債権一般の消滅時効にも現行166条１項が
適用されることになる。法典調査会の起草担当者は，現行166条１項の進行開
始障害事由を，普通時効期間を前提として
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法律上の障害であると考えていたと
思われる。しかし，債権一般に関する10年の消滅時効は，普通時効ではなく
短期消滅時効
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なのであるから，現行166条１項でいう進行開始障害事由を法律
上の障害に限定する前提を欠いている。
　以上から，債権一般に関する10年の消滅時効は，事実上の障害の発生可能
性が十分考慮されていない短期消滅時効であるのだから，この時効における現
行166条１項の解釈に際しては，進行開始障害事由を広く認める余地があるも
のといえよう。           
＊本稿は，科学研究費補助金（若手研究（Ｂ）「2008年フランス時効法改正に
関する研究」[課題番号　21730076]」）の助成による研究成果の一部である。
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18　金山直樹「真実の推定と既判力」『時効における理論と解釈』240頁（2009年，初出2001年）
（以下，「理論」として引用）。
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